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バージョンアップ追加機能マニュアル

- 固定資産機能 -

（平成19年度改正 減価償却制度対応）
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１１１１．．．．平成平成平成平成19191919年度年度年度年度 減価償却制度改正減価償却制度改正減価償却制度改正減価償却制度改正についてについてについてについて

平成平成平成平成19191919年度税制改正年度税制改正年度税制改正年度税制改正によりによりによりにより、、、、減価償却制度減価償却制度減価償却制度減価償却制度にににに関関関関するするするする改正改正改正改正がががが行行行行われわれわれわれ、、、、基本的基本的基本的基本的にににに全全全全てててて

のののの固定資産固定資産固定資産固定資産（（（（減価償却資産減価償却資産減価償却資産減価償却資産））））にににに関関関関してしてしてして償却可能限度額償却可能限度額償却可能限度額償却可能限度額がががが廃止廃止廃止廃止されされされされ、、、、取得価額全額取得価額全額取得価額全額取得価額全額のののの償償償償

却却却却がががが可能可能可能可能となりますとなりますとなりますとなります。。。。

なおなおなおなお、、、、減価償却資産減価償却資産減価償却資産減価償却資産のののの取得取得取得取得（（（（供用開始供用開始供用開始供用開始））））時期時期時期時期によりによりによりにより償却計算償却計算償却計算償却計算のののの方法方法方法方法はははは異異異異なりなりなりなり、、、、概要概要概要概要

はははは以下以下以下以下のののの通通通通りですりですりですりです。。。。

※※※※ 250250250250％％％％定率法定率法定率法定率法とはとはとはとは

まずまずまずまず、、、、定額法定額法定額法定額法のののの償却率償却率償却率償却率（（（（1111／／／／耐用年数耐用年数耐用年数耐用年数））））をををを2.52.52.52.5倍倍倍倍したしたしたした率率率率をををを償却率償却率償却率償却率とするとするとするとする定率法定率法定率法定率法によりによりによりにより

償却費償却費償却費償却費をををを計算計算計算計算しししし、、、、このこのこのこの償却費償却費償却費償却費がががが一定一定一定一定のののの金額金額金額金額((((残存年数残存年数残存年数残存年数によるによるによるによる均等償却均等償却均等償却均等償却のののの償却費償却費償却費償却費))))をををを下回下回下回下回

るるるる事業年度事業年度事業年度事業年度からからからから残存年数残存年数残存年数残存年数によるによるによるによる均等償却均等償却均等償却均等償却にににに切切切切りりりり換換換換えてえてえてえて、、、、耐用年数経過時耐用年数経過時耐用年数経過時耐用年数経過時にににに1 1 1 1 円円円円までまでまでまで償償償償

却却却却するするするする方法方法方法方法をををを言言言言いますいますいますいます。。。。

◆◆◆◆ 概要概要概要概要

平成平成平成平成19191919年年年年4444月月月月1111日以降日以降日以降日以降にににに取得取得取得取得するするするする固定資産固定資産固定資産固定資産（（（（減価償却資産減価償却資産減価償却資産減価償却資産））））についてはについてはについてはについては、、、、償却償却償却償却

可能限度額可能限度額可能限度額可能限度額（（（（耐用年数経過後耐用年数経過後耐用年数経過後耐用年数経過後にににに償却可能償却可能償却可能償却可能なななな限度額限度額限度額限度額））））とととと残存価額残存価額残存価額残存価額（（（（耐用年数到来時耐用年数到来時耐用年数到来時耐用年数到来時

にににに予想予想予想予想されるされるされるされる処分価額処分価額処分価額処分価額、、、、またはまたはまたはまたは利用価額利用価額利用価額利用価額））））がががが廃止廃止廃止廃止されされされされ、、、、耐用年数経過時耐用年数経過時耐用年数経過時耐用年数経過時にににに備忘価備忘価備忘価備忘価

額額額額としてとしてとしてとして１１１１円円円円までのまでのまでのまでの償却償却償却償却ができるようになりますができるようになりますができるようになりますができるようになります。。。。

なおなおなおなお、、、、平成平成平成平成19191919年年年年3333月月月月31313131日以前日以前日以前日以前にににに取得取得取得取得したしたしたした既存資産既存資産既存資産既存資産についてはについてはについてはについては、、、、償却可能限度償却可能限度償却可能限度償却可能限度

額額額額までまでまでまで償却償却償却償却したしたしたした後後後後、、、、5555年間年間年間年間でででで1111円円円円までのまでのまでのまでの均等償却均等償却均等償却均等償却ができるようになりますができるようになりますができるようになりますができるようになります。。。。

またまたまたまた、、、、定率法定率法定率法定率法によるによるによるによる算定方法算定方法算定方法算定方法としてとしてとしてとして、、、、250250250250％％％％定率法定率法定率法定率法（（（（※※※※））））がががが導入導入導入導入されますされますされますされます。。。。
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１１１１----１１１１．．．．償却可能限度額償却可能限度額償却可能限度額償却可能限度額のののの改正改正改正改正

【【【【平成平成平成平成19191919年年年年3333月月月月31313131日以前日以前日以前日以前にににに取得取得取得取得（（（（供用開始供用開始供用開始供用開始））））したしたしたした減価償却資産減価償却資産減価償却資産減価償却資産】】】】

取得価額取得価額取得価額取得価額のののの95959595％％％％相当額相当額相当額相当額（（（（償却可能限度額償却可能限度額償却可能限度額償却可能限度額））））までまでまでまで償却後償却後償却後償却後、、、、残存簿価残存簿価残存簿価残存簿価1111円円円円までまでまでまで償却可能償却可能償却可能償却可能。。。。

【【【【平成平成平成平成19191919年年年年4444月月月月1111日以後日以後日以後日以後にににに取得取得取得取得したしたしたした（（（（供用開始供用開始供用開始供用開始））））したしたしたした減価償却資産減価償却資産減価償却資産減価償却資産】】】】

償却可能限度額償却可能限度額償却可能限度額償却可能限度額をををを廃止廃止廃止廃止しししし、、、、耐用年数経過時点耐用年数経過時点耐用年数経過時点耐用年数経過時点でででで１１１１円円円円（（（（残存簿価残存簿価残存簿価残存簿価））））までまでまでまで償却可能償却可能償却可能償却可能。。。。

取得価額の９５％相当額

定額法、定率法

残存簿価１円定額法、定率法
平成１９年

４月１日以後

上記額到達後、残存簿価１円まで

の償却が可能

平成１９年

３月３１日以前

償却可能限度

（残存簿価）
償却方法

減価償却資産

取得（供用開始）日

◆◆◆◆減価償却資産減価償却資産減価償却資産減価償却資産のののの取得取得取得取得（（（（供用開始供用開始供用開始供用開始））））時期時期時期時期によりによりによりにより、、、、償却可能限度額償却可能限度額償却可能限度額償却可能限度額がががが以下以下以下以下のののの通通通通りりりり

改正改正改正改正されますされますされますされます。。。。
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１１１１----２２２２．．．．償却計算方法償却計算方法償却計算方法償却計算方法のののの改正改正改正改正

◆◆◆◆各期各期各期各期におけるにおけるにおけるにおける減価償却費減価償却費減価償却費減価償却費のののの計算方法計算方法計算方法計算方法はははは以下以下以下以下のののの通通通通りりりり行行行行われますわれますわれますわれます。。。。

（取得価額－既償却額）×旧定率法償却率＝当期償却限度額

（取得価額の９０％相当額まで償却後、取得価額の５％相当を追加で償却）
旧 定率法

取得価額×残存割合×旧定額法償却率＝当期償却限度額

（取得価額の９０％相当額まで償却後、取得価額の５％相当を追加で償却）
旧 定額法

計算方法など償却方法

①①①①平成平成平成平成19191919年年年年3333月月月月31313131日以前日以前日以前日以前にににに取得取得取得取得したしたしたした減価償却資産減価償却資産減価償却資産減価償却資産

{取得価額－（取得価額の９５％相当額）－残存簿価}×償却対象期間（月数）／６０

取得価額９５％相当到達後の償却計算方法

②②②②平成平成平成平成19191919年年年年４４４４月月月月1111日以後日以後日以後日以後にににに取得取得取得取得したしたしたした減価償却資産減価償却資産減価償却資産減価償却資産

【調整前償却価額≧償却保証価額】

期首帳簿価額×定率法償却率＝当期償却限度額

【調整前償却価額＜償却保証価額】

改定取得価額（取得価額－既償却額）×改定償却率＝当期償却限度額

定率法

取得価額×定額法償却率＝当期償却限度額

残存簿価を償却最終年度の償却限度額から控除する。
定額法

計算方法など償却方法

[ [ [ [ 財務省財務省財務省財務省 19191919年度税制改正年度税制改正年度税制改正年度税制改正（（（（要綱要綱要綱要綱））））]]]]

http://www.mof.go.jp/jouhou/syuzei/zeisei07/index.html

[ [ [ [ 国税庁国税庁国税庁国税庁ホームページホームページホームページホームページ ]]]]

http://www.nta.go.jp/
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１１１１----3333．．．．定率法定率法定率法定率法によるによるによるによる償却計算方法償却計算方法償却計算方法償却計算方法のののの改正改正改正改正

取得価額×保証率「償却保証価額」

「調整前償却価額」が「償却保証価額」を下回る、最初の事業年度におけ

る期首帳簿価額
「改定取得価額」

定率法から定額法へ切り替えた以降に使用する償却率「改定償却率」

耐用年数省令別表第十に規定「保証率」

期首帳簿価額×（旧定額法償却率×2 . 5・・・定額法償却率）「調整前償却価額」

◆◆◆◆定率法定率法定率法定率法によりによりによりにより算出算出算出算出されたされたされたされた減価償却費減価償却費減価償却費減価償却費（（（（調整前償却価額調整前償却価額調整前償却価額調整前償却価額））））がががが償却保証価額償却保証価額償却保証価額償却保証価額をををを

下回下回下回下回ったったったった以降以降以降以降、、、、償却方法償却方法償却方法償却方法をををを定率法定率法定率法定率法からからからから定額法定額法定額法定額法にににに切切切切りりりり替替替替ええええ、、、、耐用年数経過時耐用年数経過時耐用年数経過時耐用年数経過時

点点点点でででで１１１１円円円円をををを限度限度限度限度にににに減価償却減価償却減価償却減価償却をををを行行行行うようになりましたうようになりましたうようになりましたうようになりました。。。。

[[[[改正改正改正改正によりによりによりにより新新新新たにたにたにたに追加追加追加追加されたされたされたされた項目項目項目項目、、、、用語用語用語用語］］］］

0.04448
・
・
・

0.33400
・
・
・

0.25000
・
・
・

0.10000
・
・
・

10
・
・
・

0.047310.334000.278000.112009

0.051110.334000.313000.125008

0.054960.500000.357000.143007

0.057760.500000.417000.167006

0.062491.000000.500000.200005

0.052741.000000.625000.250004

0.027891.000000.833000.334003

--1.000000.500002   

年

定率法定額法
保証率改定償却率

償却率
耐用年数

< < < < 参考参考参考参考 >>>> 「耐用年数省令別表第十耐用年数省令別表第十耐用年数省令別表第十耐用年数省令別表第十」」」」 抜粋抜粋抜粋抜粋
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【法改正対応①】

「供用開始日（西暦）」が2007年4月1日以降で、且つ償却方法が

「定率法」の固定資産を登録した際、金額が自動計算され、表示されます。

【法改正対応②】

「供用開始日（西暦）」が2007年4月1日以降の固定資産を登録する際に、

入力が可能になります。

（「残存割合」「未償却限度割合」の欄は表示されません。）

２２２２．．．．減価償却制度改正減価償却制度改正減価償却制度改正減価償却制度改正へのへのへのへの対応対応対応対応

◆◆◆◆減価償却制度改正減価償却制度改正減価償却制度改正減価償却制度改正へのへのへのへの対応対応対応対応としてとしてとしてとして、、、、以下以下以下以下のようなのようなのようなのような画面変更画面変更画面変更画面変更をををを行行行行いましたいましたいましたいました。。。。

なおなおなおなお、、、、償却計算償却計算償却計算償却計算はははは、、、、登録登録登録登録されたされたされたされた「「「「償却方法償却方法償却方法償却方法」「」「」「」「供用開始日供用開始日供用開始日供用開始日（（（（西暦西暦西暦西暦）」）」）」）」

「「「「期首帳簿価額期首帳簿価額期首帳簿価額期首帳簿価額」」」」のののの情報情報情報情報よりよりよりより適切適切適切適切なななな方法方法方法方法をををを判断判断判断判断しししし、、、、自動的自動的自動的自動的にににに行行行行われますわれますわれますわれます。。。。

【法改正対応①】

「調整前償却価額」「償却保証価額」

「保証率」「改定償却率」の各入力欄を

追加しました。

【法改正対応②】

「残存簿価」の欄を追加しました。



7

３３３３．．．．固定資産取得画面固定資産取得画面固定資産取得画面固定資産取得画面のののの機能改善機能改善機能改善機能改善

◆◆◆◆固定資産取得画面固定資産取得画面固定資産取得画面固定資産取得画面のののの機能機能機能機能、、、、構成構成構成構成についてについてについてについて一部改善一部改善一部改善一部改善をををを行行行行いましたいましたいましたいました。。。。

機能改善点 ①

当期取得の固定資産登録時、「期首帳簿価額」欄への入力が可能になりました。

（※「取得日（西暦）」と 「供用開始日（西暦）」が同日の場合を除く。）

機能改善点 ②

「数量」欄、「面積」欄が必須入力項目の対象から外されました。

機能改善点 ③

「期首償却累計額」欄は「期首帳簿価額」を元に自動計算されるため、

入力不可となりました。

機能改善点 ④

「供用終了日（西暦）」欄の初期表示がすべて空白（ブランク）になりました。
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４４４４．．．．年次繰越処理年次繰越処理年次繰越処理年次繰越処理（（（（本更新本更新本更新本更新））））のののの変更点変更点変更点変更点

◆◆◆◆年次繰越処理年次繰越処理年次繰越処理年次繰越処理（（（（本更新本更新本更新本更新））））をををを実行実行実行実行したしたしたした際際際際、、、、翌年度翌年度翌年度翌年度のののの減価償却費減価償却費減価償却費減価償却費がががが自動計算自動計算自動計算自動計算されされされされるようるようるようるよう

になりましたになりましたになりましたになりました。。。。

[[[[バージョンアップバージョンアップバージョンアップバージョンアップ以前以前以前以前]]]]

各会計年度各会計年度各会計年度各会計年度においてにおいてにおいてにおいて、、、、固定資産台帳固定資産台帳固定資産台帳固定資産台帳をををを
最初最初最初最初にににに開開開開いたいたいたいた際際際際にににに、、、、当年度当年度当年度当年度のののの減価償却減価償却減価償却減価償却
費費費費がががが自動計算自動計算自動計算自動計算されていましたされていましたされていましたされていました。。。。

[[[[バージョンアップバージョンアップバージョンアップバージョンアップ以後以後以後以後]]]]

年次繰越処理年次繰越処理年次繰越処理年次繰越処理（（（（本更新本更新本更新本更新））））をををを実行実行実行実行したしたしたした際際際際
にににに、、、、翌年度翌年度翌年度翌年度のののの減価償却費減価償却費減価償却費減価償却費がががが自動計算自動計算自動計算自動計算ささささ
れるようになりまれるようになりまれるようになりまれるようになりましたしたしたした。。。。


